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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第２四半期
連結累計期間

第15期
第２四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年６月30日

自平成28年１月１日
至平成28年６月30日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （千円） 2,744,053 2,908,327 5,650,375

経常利益 （千円） 121,134 159,764 339,000

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 70,378 113,891 228,973

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 79,351 62,811 207,323

純資産額 （千円） 3,157,870 3,248,476 3,235,753

総資産額 （千円） 4,103,227 4,212,475 4,204,501

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 14.05 22.74 45.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 73.7 74.7 74.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △116,525 104,059 120,380

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △132,418 △43,307 △359,802

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △50,104 △50,088 △100,192

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,078,659 976,902 1,032,645

 

回次
第14期

第２四半期
連結会計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 7.98 14.24

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し
た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】
　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適
用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況
　　当第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日～６月30日）におけるわが国経済は、所得や雇用の改善により緩
やかな回復基調が続いておりますが、海外の経済動向や政情不安に加え、為替相場や株式市場が大きく変動するな
ど景気の先行きは予断を許さない状況であります。世界経済では、米国は雇用、所得環境の改善により個人消費や
企業活動が堅調に推移しました。欧州においては、英国のＥＵ離脱という国民投票の結果が世界経済に及ぼす影響
が懸念され、不安定な状況が続いています。また中国をはじめとする新興国では経済成長率が緩やかに減速し、先
行きは依然として不透明な状況が続いております。

　　当社グループの属する制御機器業界におきましては、国内では、電子部品、半導体関連業界が堅調に推移してお
り、海外では、欧米で設備投資需要が堅調に推移し、中国においても景気減速による影響はあるものの工場での作
業自動化のニーズは高まりつつあります。

　　このような経営環境の中で当社グループは、「顧客満足の追求により会社の成長を実現する」という経営方針の
もと、国内・海外（新興国）での新規顧客の開拓、中国事業の拡大、同業他社との協業など積極的な営業活動を展
開するとともに、多様化する顧客ニーズに対応すべく新製品の開発にも注力し、業績の向上に努めてまいりまし
た。

　　以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は、29億８百万円（前年同期比6.0％増）、営
業利益は２億52百万円（同141.1％増）、経常利益は１億59百万円（同31.9％増）、親会社株主に帰属する四半期
純利益は１億13百万円（同61.8％増）となりました。

 
(2）財政状態の状況
（資産の部）
　当第２四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末と比較して７百万円増加し、42億12百万円と
なりました。主な要因は、売上債権が１億２百万円増加したものの、現金及び預金が55百万円、未収消費税等が50
百万円減少したことによるものです。

（負債及び純資産の部）
　当第２四半期連結会計期間末の負債の残高は、前連結会計年度末と比較して４百万円減少し、９億63百万円とな
りました。主な要因は、買掛金が85百万円増加したものの、未払金が48百万円、未払法人税等が28百万円減少した
ことによるものです。純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して12百万円増加し、32億48百万円となりまし
た。
 

(3）キャッシュ・フローの状況
　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により１億４百万
円増加、投資活動により43百万円減少、財務活動により50百万円減少し、これに現金及び現金同等物に係る換算差
額66百万円減少を調整した結果、四半期末残高９億76百万円と期首残高比55百万円減少となりました。
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動により得られた資金は、１億４百万円（前年同四半期１億16百万円の支出）となりました。これは主
に、売上債権の増加１億20百万円及び法人税等の支払額77百万円により資金が減少しましたが、税金等調整前四半
期純利益１億59百万円及び仕入債務の増加１億19百万円による資金の増加があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動により使用した資金は、43百万円（前年同四半期は１億32百万円の支出）となりました。これは主に、
有形固定資産の取得41百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動により使用した資金は、50百万円（前年同四半期は50百万円の支出）となりました。これは、配当金の
支払50百万円によるものです。

 
(4）事業上及び財務上の対処すべき課題
　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(5）研究開発活動
　　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、120,005千円であります。
　　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,009,000 5,009,000

株式会社東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 5,009,000 5,009,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 5,009,000 － 553,241 － 560,814
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（６）【大株主の状況】

  平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

オプテックス株式会社 滋賀県大津市雄琴5丁目8番12号 2,720,000 54.30

ＩＤＥＣ株式会社 大阪市淀川区西宮原2丁目6－64 200,000 3.99

小國　勇 京都市中京区 149,000 2.97

ニチコン株式会社 京都市中京区烏丸通御池上る二条殿町551 80,000 1.59

北陽電機株式会社 大阪市中央区常盤町2丁目2-5大阪HUビル 80,000 1.59

河合　紀寿 埼玉県和光市 61,000 1.21

オフロム株式会社 福井県福井市三留町72-10 57,400 1.14

小林　徹 滋賀県大津市 56,000 1.11

岩田　俊彦 滋賀県栗東市 45,800 0.91

西原　弘之 滋賀県草津市 42,600 0.85

計 － 3,491,800 69.71
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,008,300 50,083

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 普通株式　　　　600 － －

発行済株式総数 5,009,000 － －

総株主の議決権 － 50,083 －

 

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

オプテックス・エフエー㈱京都市下京区中堂寺粟田町91 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,032,645 976,902

受取手形及び売掛金 1,329,959 1,432,017

製品 373,097 379,765

仕掛品 12,181 8,617

原材料及び貯蔵品 196,563 234,866

繰延税金資産 76,201 58,609

その他 289,263 285,476

貸倒引当金 △166 △23

流動資産合計 3,309,745 3,376,234

固定資産   

有形固定資産 77,470 75,136

無形固定資産   

ソフトウエア 86,032 73,752

顧客関係資産 124,463 98,490

その他 947 922

無形固定資産合計 211,442 173,165

投資その他の資産   

投資有価証券 437,043 406,166

繰延税金資産 96,765 111,403

その他 72,034 70,369

投資その他の資産合計 605,843 587,938

固定資産合計 894,756 836,241

資産合計 4,204,501 4,212,475

負債の部   

流動負債   

買掛金 300,230 385,245

未払法人税等 79,943 51,593

賞与引当金 38,262 33,008

役員賞与引当金 － 11,571

その他 253,483 181,519

流動負債合計 671,919 662,938

固定負債   

役員退職慰労引当金 121,166 112,904

退職給付に係る負債 175,663 188,157

固定負債合計 296,829 301,061

負債合計 968,748 963,999
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,241 553,241

資本剰余金 560,814 560,814

利益剰余金 1,974,917 2,038,720

自己株式 △77 △77

株主資本合計 3,088,896 3,152,699

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,336 7,272

為替換算調整勘定 17,313 △11,483

その他の包括利益累計額合計 28,650 △4,211

新株予約権 18,711 18,711

非支配株主持分 99,494 81,277

純資産合計 3,235,753 3,248,476

負債純資産合計 4,204,501 4,212,475
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 2,744,053 2,908,327

売上原価 1,560,092 1,558,967

売上総利益 1,183,960 1,349,360

販売費及び一般管理費 ※ 1,079,432 ※ 1,097,296

営業利益 104,527 252,064

営業外収益   

受取利息 295 5,261

受取配当金 217 245

為替差益 4,787 －

技術指導料 2,400 2,400

持分法による投資利益 9,995 1,998

その他 99 1,364

営業外収益合計 17,795 11,270

営業外費用   

売上割引 1,163 973

投資有価証券評価損 － 26,632

為替差損 － 74,938

その他 25 1,026

営業外費用合計 1,188 103,569

経常利益 121,134 159,764

特別損失   

固定資産除却損 164 2

特別損失合計 164 2

税金等調整前四半期純利益 120,969 159,762

法人税、住民税及び事業税 54,469 46,071

法人税等調整額 △4,182 2,511

法人税等合計 50,286 48,583

四半期純利益 70,683 111,179

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
304 △2,711

親会社株主に帰属する四半期純利益 70,378 113,891
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 70,683 111,179

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,313 △4,064

為替換算調整勘定 6,355 △44,303

その他の包括利益合計 8,668 △48,367

四半期包括利益 79,351 62,811

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 76,822 81,029

非支配株主に係る四半期包括利益 2,529 △18,217
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 120,969 159,762

減価償却費 31,199 41,075

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,502 △2,961

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10,227 11,571

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,808 12,494

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,829 △8,262

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 △143

受取利息及び受取配当金 △512 △5,506

為替差損益（△は益） △1,094 55,721

持分法による投資損益（△は益） △9,995 △1,998

固定資産除売却損益（△は益） 164 2

投資有価証券評価損益（△は益） － 26,632

売上債権の増減額（△は増加） △132,419 △120,541

たな卸資産の増減額（△は増加） △69,626 △67,873

仕入債務の増減額（△は減少） 89,092 119,089

未収消費税等の増減額（△は増加） 37,473 50,558

その他 △106,595 △93,692

小計 △5,006 175,927

利息及び配当金の受取額 574 5,508

法人税等の支払額 △112,093 △77,376

営業活動によるキャッシュ・フロー △116,525 104,059

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,773 △41,361

無形固定資産の取得による支出 △118,104 △2,605

貸付けによる支出 △1,000 －

貸付金の回収による収入 460 660

投資活動によるキャッシュ・フロー △132,418 △43,307

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △15 －

配当金の支払額 △50,089 △50,088

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,104 △50,088

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,803 △66,404

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △297,245 △55,742

現金及び現金同等物の期首残高 1,375,904 1,032,645

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,078,659 ※ 976,902
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従前の32.21％から平成29年１月１日に開始する連結会計年度及び平成30年１月１日に開始する連結

会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.77％に、平成31年１月１日に開始する連結会計年度以降に解

消が見込まれる一時差異については、30.54％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は7,270千円減少し、法人税

等調整額が7,441千円、その他有価証券評価差額金が170千円それぞれ増加しております。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日

　　至 平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日

　　至 平成28年６月30日）

販売手数料 112,192千円 116,419千円

役員報酬 56,022 53,496

給料 320,008 339,618

退職給付費用 19,663 15,859

賞与引当金繰入額 29,214 27,912

役員退職慰労引当金繰入額 5,829 5,176

研究開発費 104,774 120,005

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 1,078,659千円 976,902千円

現金及び現金同等物 1,078,659 976,902

 

 

EDINET提出書類

オプテックス・エフエー株式会社(E02101)

四半期報告書

13/21



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月20日

定時株主総会
普通株式 50,089 10 平成26年12月31日 平成27年３月23日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当金の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月５日

取締役会
普通株式 50,088 10 平成27年6月30日 平成27年９月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月25日

定時株主総会
普通株式 50,088 10 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当金の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月３日

取締役会
普通株式 50,088 10 平成28年６月30日 平成28年９月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成27年１月１日　至平成27年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成28年１月１日　至平成28年６月30日）

　当社グループは、工場の製造ラインや物流、搬送業のラインの自動化、省力化のための産業用センサ、検査装

置について包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しており、産業機器用製品の開発、設計、製造、販売並

びにこれらの付帯業務の単一事業であるため記載を省略しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 14円5銭 22円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
70,378 113,891

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
70,378 113,891

普通株式の期中平均株式数（株） 5,008,901 5,008,881

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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（重要な後発事象）

１．オプテックス株式会社による当社の完全子会社化に関する株式交換契約締結について

　当社とオプテックス株式会社（以下「オプテックス」）は、平成28年８月３日開催のそれぞれの取締役会にお

いて、オプテックスを株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交

換」）を行うことを決議し、両社間で株式交換契約を締結いたしました。

本株式交換は、平成28年９月30日に開催予定の当社の臨時株主総会において本株式交換の承認を受け、平成29年

１月１日を効力発生日として行われる予定です。オプテックスについては、会社法第796条第２項の規定に基づ

く簡易株式交換の手続きにより、株主総会による承認を受けずに本株式交換を行う予定であります。

なお、当社株式は、本株式交換の効力発生日（平成29年１月１日）に先立ち、平成28年12月28日付で上場廃止

（最終売買日は平成28年12月27日）となる予定です。

 

（１） 本株式交換の目的

　オプテックス企業グループは、『未来への創造集団としてＩ（Individual：個人）・Ｆ（Family：家族）・Ｃ

（Company：会社）・Ｓ（Society：社会）の快適生活に挑む』を経営理念に掲げ、各種センサの開発・製造・販

売を行っております。オプテックスは、昭和54年の創業当初、世界で初めて赤外線技術を応用した自動ドア用セ

ンサ開発し、さらに防犯用センサなど人体検知センサを中心にグローバルに事業を伸ばしました。その後、昭和

61年に小型汎用光電スイッチを開発し産業機器分野に進出いたしました。産業機器分野におきましては昭和62年

に、西ドイツのＳＩＣＫ Ｇｍｂｈ社（現ドイツ　ＳＩＣＫ ＡＧ社）と業務提携し、平成元年に同社と合弁に

て光電スイッチの開発会社であるジックオプテックス株式会社を設立いたしました。

　オプテックスは、平成14年１月、事業マネジメントを明確化し、成長への投資を機動的かつ迅速に行えるよ

う、産業機器事業を分社化し、当社を設立しました。この結果、当社は安定的な利益を確保しつつ事業を成長さ

せ、平成17年に株式会社大阪証券取引所のヘラクレス市場（現株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場）に上

場いたしました。また、当社は、新たな製品開発にも積極的に挑戦し、自動化用カメラ画像センサなどを開発し

ラインナップを増やすとともに、平成18年には工業用ＬＥＤ照明事業に参入いたしました。

　両社はこれまで、それぞれ固有の技術開発を行い、各々がターゲットとする顧客に対してより良い製品をご提

供することでソリューションを実現し、顧客満足を得てまいりました。しかしながら個別に株式を上場して資金

調達を含めた事業推進を個々に集中して行うと判断した過去に比べて、今後の両社を取り巻く事業環境は大きく

変化しており、インターネット技術を広く活用したＩｏＴソリューションの考え方が広がっているように、社会

インフラの整備と通信・情報処理技術の進展により、両社ともにビジネスモデルを大きく変革させなければなら

ない時期を迎えております。オプテックスは、インターネットを含めた通信技術の開発や、情報処理サービスを

軸とした事業インフラの創出に、両社が協力して取り組むことで、迅速かつ効率的に取り組むことができ、競争

力強化につながるものと考えております。また、オプテックス企業グループでは、事業の多角化と拡大加速のた

めに、Ｍ＆Ａ戦略を積極的に実行し、これまでに国内で４社、海外で７社の企業をＭ＆Ａにより連結子会社化し

てまいりましたが、引き続き、成長のための積極的な投資戦略を、伸びる可能性のある事業分野に集中的に行っ

ていく必要があります。中でも産業機器分野は市場規模も大きく、今後さらなる成長が見込まれる分野であり、

オプテックスの中で行われている計測関連事業とも密接な関係があるため、グループの中核分野として両社が協

力して取り組みを強化するべきであると考えております。一方で、さらなる成長加速のためのＭ＆Ａや資本提携

は従来に比べ資金規模が大きくなることが想定されるため、オプテックスとしては、それぞれの経営資源にて個

別対応するより、両社が連携してグループシナジーを追求することが効率的で、双方の企業価値向上にとって望

ましいと考えております。これらの目的を両社で共有し、両社の株主を含めたステークホルダーの利益を確保す

るための具体的手段を検討するため、両社は、平成28年４月中旬よりプロジェクトチームを発足し検討を進めて

まいりました。

　当社としても近年、国内外の主力市場においては、大手競合他社との競争は激しさを増しており、また、顧客

ニーズも多様化する中で、今後、より一層の事業拡大のためには、開発技術力の強化、高機能かつ高付加価値な

新製品の早期市場投入、製品ラインナップの充実、海外での販路拡充、充実した技術サポート、開発職、海外営

業職といった人材の確保が大きな鍵となっており、それらの課題克服のためには、オプテックスが保有する海外

販路、技術力といった経営資源を活用することで一層の経営基盤の強化、充実を図ることが必要不可欠であると

の考えに至りました。そして今後の成長戦略をより迅速にかつ確実に推進するためには、オプテックスの完全子

会社となり、自社のリソースだけでなく、オプテックス企業グループが保有する経営資源を有効活用し、両社の

保有する経営資源を融合することにより、事業シナジー効果を早期に最大化することが必要であるとの認識に至

りました。

　この結果、両社は、意思決定の迅速化を図り、より機動的に事業戦略の策定を可能とする経営体制を確立する

ことが最善であるとの結論に至り、平成28年８月３日開催のそれぞれの取締役会において、オプテックスを完全

親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議しました。
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（２） 本株式交換完全親会社の概要

 株式交換完全親会社

名称 オプテックス株式会社

所在地 滋賀県大津市雄琴５－８－１２

代表者の役職・氏名 取締役会長兼代表取締役社長　小林　徹

事業内容 各種センサの製造、販売

資本金 2,798百万円

決算期 12月31日

 

（３） 本株式交換の要旨

①本株式交換の日程

取締役会決議日（両社） 平成28年８月３日

契約締結日（両社） 平成28年８月３日

臨時株主総会基準日（当社） 平成28年８月19日（予定）

臨時株主総会決議日（当社） 平成28年９月30日（予定）

最終売買日（当社） 平成28年12月27日（予定）

上場廃止日（当社） 平成28年12月28日（予定）

本株式交換の実施日（効力発生日） 平成29年１月１日（予定）

 

②本株式交換の方式

　オプテックスを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換を行う予定です。当社の株

主には、本株式交換の対価として、オプテックスの普通株式が割り当てられる予定です。

 

③本株式交換に係る割当ての内容

 
オプテックス

（株式交換完全親会社）
当社

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る交換比率 １ 0.34

本株式交換により発行する新株式数 普通株式：778,219 株（予定）

 

④本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取り扱い

　当社は、ストックオプションとして第４回新株予約権（行使期間は平成26年１月１日から平成28年12月31

日。以下「オプテックス・エフエー新株予約権」）を発行しておりますが、当社は、平成28年９月30日に開催

予定の当社の臨時株主総会の決議により本株式交換契約について承認を受けた場合、本株式交換効力発生日の

前日までの当社取締役会が別途定める日に、オプテックス・エフエー新株予約権の全てを無償で取得し、消却

する予定です。

なお、当社は新株予約権付社債を発行しておりません。

 

（４） 本株式交換に係る割当ての内容の根拠等

　両社は、本株式交換に用いられる上記(3)③「本株式交換に係る割当ての内容」に記載の株式の割当比率（以

下「本株式交換比率」）の算定にあたって、公正性・妥当性を確保するため、それぞれ別個に両社から独立した

第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、オプテックスはＳＭＢＣ日興証券株式会社を、当社

は株式会社キャピタル・ストラテジー・コンサルティングを、それぞれの第三者算定機関に選定いたしました。

また、オプテックスは森・濱田松本法律事務所を、当社は弁護士法人中央総合法律事務所をそれぞれリーガル・

アドバイザーとして選定し、本格的な検討を開始いたしました。当社においては、本株式交換が当社の少数株主

にとって不利益な条件で行われることを防止するため、オプテックスとの間で利害関係を有しない独立した外部

の有識者３名で構成される第三者委員会（以下「第三者委員会」）を設置しました。

　両社は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果及びリーガル・アドバイザーか

らの助言を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に

検討し、両社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両社間で交渉・協議を重

ねてまいりました。また当社においては、当第三者委員会より本株式交換が当社の少数株主にとって不利益なも

のであると考える事情は認められない旨の答申書を取得しております。その結果、両社は、本株式交換比率は妥

当であり、それぞれの株主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交

換を行うことにつき、平成28年８月３日開催の両社の取締役会において、それぞれ決議いたしました。
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２．資本金の額の減少について

　当社は、平成28年８月３日開催の取締役会において、「資本金の額の減少の件」を平成28年９月30日開催予定

の臨時株主総会に付議することを次のとおり決議いたしました。

（１）資本金の額の減少の目的

　当社は平成29年１月１日付をもってオプテックスグループ株式会社（持株会社）の完全子会社となることを前

提として、完全子会社化後の機関設計の簡素化及び機動的かつ柔軟な資本政策に備えるため、上記の効力発生日

までに資本金の額の減少を行うものであります。但し当該事項は平成28年９月30日開催予定の当社臨時株主総会

でオプテックスとの株式交換契約書が承認、可決されることを条件といたします。

（２）資本金の額の減少の要領

① 減少する資本金の額

　資本金の額 553,241,256円を 200,000,000円減少して 353,241,256円といたします。

②資本金の額の減少の方法

　発行済株式総数の変更を行わず、200,000,000円の資本金の額を無償で減少させ、その全額をその他資本剰

余金へ振り替えます。なお、上記の減少後の資本金及びその他資本剰余金の額は、平成28年6月30日現在の貸

借対照表に基づいて算出しておりますが、減少の効力発生日までに当社が発行している新株予約権が行使され

た場合、減少後の当該金額は変動する可能性があります。

③資本金の額の減少の日程

　　取締役会決議日　 　　　　平成28年８月３日

　　臨時株主総会決議日　 　　平成28年９月30日（予定）

　　債権者異議申述最終期日　 平成28年11月28日（予定）

　　効力発生日　　　　　 　　平成28年12月１日（予定）
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２【その他】

　平成28年８月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………50,088千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年９月２日

　（注）　平成28年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

オプテックス・エフエー株式会社(E02101)

四半期報告書

20/21



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月３日

オプテックス・エフエー株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安藤　泰蔵　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾仲　伸之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　朋之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス・

エフエー株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年４

月１日から平成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス・エフエー株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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